
NPO法人横浜日独協会交通費等の費用化に関する内規 

 

（目的） 

NPO法人横浜日独協会（以下、「本協会」という。）の活性化・多様化に対応するため、 

本協会が行う事業に係わる費用に関し、役員及び運営委員等の自己負担となっている費 

用のうち、会長が必要と認めるもの出費を本協会の必要経費として支出することを認め 

ることとする。 

費用は当面、原則として事業用交通費及び事業経費（必要交際費等）に限定する内規と

する。 

（内容・条件） 

１．事業用交通費 

検討会・プロジェクト会議等への移動交通費として、往復実費とする。ただし、当

面役員会及び例会出席への交通費は除く。 

また、国内の遠距離で開催される連合会総会及びそれに準ずる会議等への出席に要

する費用については１０，０００円を限度として協会負担とする。 

海外への移動を伴う事業用交通費については、当面航空運賃を除き、現地での事業

用交通費は国内交通費に準ずる。 

２．事業経費 

本協会が行う事業の具体化等のため、関係者を交えた会合、飲食を伴う交際接待的

な事業費用につき、会長が予め認めたもので、かつ以下の限度内を必要経費とする。 

(ア) 会合用茶菓費用   … 全額 

(イ) 飲食を伴う事業費用 … 先方担当者等を含む出席者１名につき３，０００円 

を上限とする。 

(ウ) その他、会長及び会長が委任する会計担当理事が必要と認める費用。 

（申請） 

申請者は会長の事前承諾を得たうえで、支払いを証明する領収書等を添えて、会長が委

任する会計担当理事を経由して会長に提出しなければならない。 

 

 

附則 

この内規は、２０１７年１０月２１日から施行する。 


